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医行為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知）  

 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。  

 平素より介護保険事業の適正な運営にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。  

 さて、本市においては、厚生労働省に対する照会結果に基づき、カテーテルを留置して

いる利用者の蓄尿バッグ内の尿の破棄については、細菌が発生し感染に至る可能性が高い

ことから、医師、看護師等の免許を有しない者が行うことは望ましくないと判断し、訪問

介護による実施は不可能であると指導しているところです。  

しかしながら、このたび、厚生労働省に対し再度照会を行ったところ、当該行為につい

ては、医行為と判断される可能性が高く、訪問介護員による実施は望ましくないものの、

主治の医師により、利用者の病状が安定しており、専門的な管理が必要ないと判断されて

いる場合であれば、個別判断により、医師、看護師等の免許を有しない者による対応も可

能であるとの回答を得ました。  

訪問介護員が実施する行為が医行為に該当するか否かの判断につきましては、これまで

個別の問い合わせに対してその都度検討し、回答してまいりましたが、上記回答を基に検

討した結果、その取扱いについては別紙のとおり整理することといたしましたので、お知

らせいたします。  

事業者の皆様におかれましては、別紙内容をご確認の上、適正に御対応いただきますよ

うお願い申し上げます。  

 

※介護予防訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護についても同様に取り

扱います。  
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平成２７年１１月９日  

下関市福祉部介護保険課 

 

医行為に該当するか否かの判断にかかる取扱いについて（通知） 

 

 下関市において、訪問介護員が実施する行為が医行為に該当しないと判断される場合については、

以下のいずれかのとおりです。 

 

（１）「医師法第１７条、歯科医師法第１７条及び保健師助産師看護師法第３１条の解釈について」

（平成１７年７月２８日 老振発第０７２８００１号）において、原則として医行為ではないと

考えられる行為として挙げられている場合 

 〔（１）における留意事項〕 

  ・上記通知のとおり、利用者の容態により医行為と判断される場合がある。 

 

（２）利用者の病状が安定しており、専門的な管理が必要ないことから、主治の医師により、医行

為ではないと判断されている場合 

〔（２）における留意事項〕 

 ・安全性の観点から、医師、看護師等の免許を有する者による対応の可能性を十分検討するこ

と。 

・主治の医師による指示を受けた場合であっても、明らかに医行為であるとみなされる行為（注

射等）及び専門的な判断や技術を要する行為の実施はできないこと。 

・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を実施する場合についても、実施す

る訪問介護員に対し、一定の研修や訓練が行われるよう努めること。 

・利用者の容態その他必要な情報の共有につき、主治の医師と緊密な連携を図ること。 

・主治の医師による判断について、介護支援専門員は支援経過記録等にその内容を記録するこ

と。 

・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を実施するに当たり、主治の医師や

看護師等から受けた指示について、訪問介護事業者は訪問介護計画やその手順書等にその内

容を記録すること。 

 ・主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為については、身体介護として所要時

間の算定を行うこと。 

 

主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を訪問介護事業者が実施する場合、事故

が発生した場合の取扱い及び責任の所在について、事前に明確にした上で、利用者及びその家族等

に十分な説明を行ってください。 

 なお、当該通知は、主治の医師により医行為に該当しないと判断された行為を訪問介護事業者が

実施することを強制するものではありません。 

 

※介護予防訪問介護事業者、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者、夜間対応型訪問介護事業者についても同

様に取り扱います。 

別紙 


